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大　　　阪　　　府
平成２６年度国の施策並びに予算に関する提案・要望
（都市整備関連）
日頃から、大阪府都市整備行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

本府では、大阪が一体となって「成長」を成し遂げる取組みを進め、税収を上げ、府民の安全・安心のための基盤づくりを行っていく「良き循環」を実現させることにより、大阪の再生、ひいては関西・日本の再生をけん引してまいります。

こうした取組みにより、将来にわたり持続的に発展していくためには、それを支える強く・しなやかな国土を形成していくことが必要であるとともに、国と地方の役割分担を明確にし、地方が自らの責任で地域の実情にあった施策を展開できるように地方分権改革を推進していくことが不可欠です。

併せて、今後起こる可能性のある大規模災害に対し、高度な都市機能が集積する大都市圏の重要性を踏まえ、広く国民の安全・安心を確保し、我が国全体の機能と活動が持続できるよう、国土構造の強靭化を実現する必要があり、そのためには、大阪をはじめとする大都市圏の都市基盤整備等の推進が極めて重要です。
平成２６年度の国家予算編成に当たりましては、これらの趣旨を十分ご理解いただき、以下に提案する施策の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。

大阪府知事　　松井　一郎　
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大都市圏の成長を通じた日本の再生
我が国経済のツインエンジンの一翼を担う大阪・関西が、アジアとの熾烈な都市間競争に打ち勝ち、日本の再生・成長に貢献する強い都市となるために、以下の施策を推進すること。
１．大阪都市圏の競争環境の整備　

（１）都市圏高速道路の運営に係る新たな仕組みの構築等　
・都市圏高速道路の料金体系については、社会資本整備審議会国土幹線道路部会の中間答申において、管理主体を超えたシームレスな料金体系の構築等の方向性が示されたところであり、この早期実現に向け、早急かつ着実に具体的な検討を進めること。

・平成26年度からこの実現までの当面の料金においては、会社間の乗継抵抗の軽減を図るほか、物流、渋滞、環境等の政策課題に対応する料金施策を継続、拡充するとともに、混雑する都心の迂回を促す料金施策を導入すること。

・これらに加え、阪神都市圏高速道路について、淀川左岸線延伸部などのミッシングリンク整備や適切な維持管理を行うため、受益者負担に則り、償還期間延長など必要な制度改正に取り組むこと。
（２）高速道路等の整備推進　

・東西二極を結ぶ新名神高速道路については、全線早期完成を推進するとともに、アクセス道路の整備に必要な財源措置を講じること。

・大和川線、淀川左岸線など、大阪都市再生環状道路の整備推進を図ること。
・大阪・関西を結ぶ広域的な道路ネットワークの形成につながる、第二阪和国道の整備を推進するとともに、国道３７１号、４８０号等の府県間道路の整備に必要な財源措置を講じること。

（３）大阪湾諸港の機能強化　
　・関西イノベーション国際戦略総合特区において、イノベーションを下支えする基盤として位置づけられている国際コンテナ戦略港湾・阪神港の機能強化に向けて、特区申請に盛り込んだ規制緩和等の各種特例措置を早期に実現すること。
　・大阪湾諸港の国際競争力の強化に向けた４港湾管理者の一元化の第一ステップとして、物流に特化した新港務局による大阪府市の港湾管理者の統合を目指しており、港務局の自立的な経営や自治体から港務局への円滑な移行を可能とするなど、所要の制度改正を行うこと。
（４）鉄道ネットワークの充実・強化
・大阪・関西が我が国の成長エンジンとして機能するためにも、鉄道ネットワークの充実・強化が必要であり、とりわけ、現在事業中のおおさか東線（大阪外環状線鉄道）については、平成３０年度末の全線開業に向け事業の最盛期を迎えることから、その着実な推進に必要な財源措置を講じること。また、大阪都心部と関空を結ぶ高速鉄道アクセスについて、最適案を絞り込み、早期整備に向けた取組みを推進すること。
・「グランドデザイン・大阪」に掲げた大阪駅前の大規模再整備（うめきた地区）などの拠点開発が進む中、本府では、鉄道ネットワークのあり方や乗継改善などの利便性向上等の実現に向けた取組みについて検討を行っている。国においても近畿地方交通審議会で検討を行うなど、大阪都市圏の鉄道ネットワークの充実・強化に取り組むこと。
成長と安全・安心を支える都市インフラのマネジメント
今後、大規模災害が発生した場合であっても、その被害を最小化し、広く国民の安全・安心を確保するとともに、機能不全に陥らない経済社会システムを確保することが重要。とりわけ、人口や経済・交通機能が集積する大都市においては、我が国の持続的な発展のためにも、それを下支えする都市基盤施設の機能強化等が不可欠。地方が自らの責任で、その実情に応じて、必要な都市基盤施設を整備し、良好な状態で将来世代に引き継いでいけるよう、以下の施策を推進すること。
１．災害に強い都市づくりの推進　

（１）大規模災害への対応
・南海トラフ巨大地震をはじめ、あらゆる自然現象への対策の着実な推進が必要であり、とりわけ、高度な都市機能が集積する大都市の災害対策は我が国の持続的な発展のために不可欠である。
・南海トラフ巨大地震については、府域においても、その被害は甚大かつ広域にわたり、特にゼロメートル地帯が広がり、軟弱地盤を抱える都市部では多大な影響を受けることが想定される。

「防災」「減災」の観点による対策を進め、被害を最小限にとどめるために、南海トラフ巨大地震に対する対策大綱を早期に策定し、防潮堤等の液状化対策や粘り強い構造への機能強化、三大水門の津波対策等、大都市圏特有の実態を踏まえた対策について、その実施方法の明確化や既存制度の拡充等による財源措置等、万全の措置を講じること。
・道路、河川、下水道、港湾等の都市基盤施設の耐震化や広域避難地となる防災公園の整備等

のより一層の推進に向けて、万全の措置を講じること。
・本府においても昨年8月に15,000戸を超える甚大な浸水被害が発生するなど、近年増加す

る都市型集中豪雨への備えが喫緊の課題の一つとなっている。こうした中、本府では、「今後の治水対策の進め方」を策定し、地先の危険度をもとに今後２０～３０年間の事業実施個所の優先順位を定め、「逃げる」施策(地域防災力の向上等)、「凌ぐ」施策(耐水型都市づくり等)、「防ぐ」施策（施設整備等）を組み合わせて対策を進めているが、「防ぐ」施策については、特に多額の事業費が必要である。河川改修の推進はもとより、下水道増補幹線や地下河川の更なる整備や、本年度本体工事に着手する安威川ダム建設事業のより一層の促進が図れるよう必要な財源措置を講じること。
　
２．都市基盤施設の機能強化等　
（１）都市基盤整備の推進等　　　
・本府においては、強く・しなやかな国土づくりを実現する観点から、限られた財源の中で、将来の大阪・関西にとって真に必要な都市インフラを厳選し、大都市・大阪の経済活動と府民の安全・安心を支える都市基盤整備の推進に取り組んでいる。まずは、これらの事業をできるだけ早期に整備し、都市基盤施設の充実を図るため、大都市の行政需要や事業の重要性を踏まえ、事業の進捗状況に応じて必要な財源措置を講じること。

・こうした都市インフラの整備には多大な事業費が必要となるが、これらは将来に向けた先行投資であり、国においては、地方の円滑な事業実施を可能とするために、先の緊急経済対策における交付金措置の恒久化など、地方負担に対する支援措置を構築すること。
・また、府県域に関わらず、事業の一体的な推進が必要な、府県間道路の整備については、府県の枠組みに捉われない交付金の同一パッケージ化等、さらなる事業推進に向けて必要な措置を講じること。

（２）戦略的な維持管理の推進
・高度経済成長期に整備した都市基盤施設の改築・更新の必要性・緊急性が高まる中、本府においては、「戦略的な維持管理」を掲げ、予防保全の観点による更新時期の平準化等を進めてきた。引き続き、ライフサイクルコストの縮減という観点で、早急に都市基盤施設毎に必要な対策や実施時期などを整理し、施設の長寿命化や的確な更新等を計画的・効率的に進めていく必要がある。
しかしながら、施設や事業の規模により社会資本整備総合交付金等の対象とならない等、制度上の制約がある。都市基盤施設を将来世代にしっかりと引き継いでいくために、建設事業と同様、地方負担に対する支援措置を講じるとともに、交付金の対象枠を拡大するなど、更に効果的・弾力的な制度運用を図ること。
３．分権型の国の形への転換

（１）地方の裁量による都市基盤整備の推進　

・地方自らが責任を持ち、地域の実情にあった施策を展開できるよう、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、将来的には必要な財源を地方に移譲した上で廃止すること。

・それまでの間においては、地方がその責任と判断で事業選択や実施が可能となるよう、両交付金間の弾力的な運用を図ること。
都市基盤施設の機能強化等【個別要望事項】　

◆道路・街路事業等の推進　

・大阪・関西を結ぶ広域的な道路ネットワークの形成や、都市部の経済活動に支障となる主要渋滞箇所の対策、広域緊急交通路の耐震対策といった道路・街路事業等の実施に必要な財源措置を講じること。

◆連続立体交差事業の推進

・交通渋滞、周辺地域のまちづくりや、踏切事故の解消に資する連続立体交差事業の推進に必要な財源措置を講じること。

◆治水事業の推進
・河川施設の良好な維持管理をはじめとする様々な施策を、地方の実情に応じて推進できるよう、現在、河川改修、耐震対策や施設の維持補修等、細分化されている交付金の事業メニューの統合を図ること。
・阪神なんば線淀川橋梁の架け替えの事業推進を図ること。
◆下水道事業の推進　
・ゲリラ豪雨対策にも資する寝屋川流域下水道の増補幹線の整備や下水道施設の耐震化、また
老朽化が進む下水道施設の改築・更新事業の計画的かつ着実な推進に対し、必要な財源措置
を講じること。
◆公園事業の推進
・大都市圏における大規模災害への備えから広域避難地や後方支援活動拠点となる防災公園整
備の推進に関し、大都市圏では事業費に占める用地費の割合が非常に高いことから、円滑な事業推進に向け、地方負担を軽減するよう、必要な支援措置を講じること。
◆港湾事業の推進

・堺泉北港の主力岸壁である汐見地区の水深１０ｍ岸壁の老朽化対策に対し、必要な財源措置を講じること。
・堺泉北港堺2区の基幹的広域防災拠点(港湾緑地)における維持管理経費については、発災時には国の管理下におかれ、府県域を越えた防災拠点となることから、一律地方負担とする現行制度を改め、国が責任を持って財源を措置する仕組みを構築すること。

・堺泉北港助松地区の航路浚渫(１４ｍ航路)に対し、引き続き必要な財源措置を講じること。
◆市街地整備事業の推進

・第二京阪沿道地区等において、市町村等が実施するまちづくりの推進に向け、地区内の都市基盤整備に必要な財源措置を講じること。

・鉄道駅周辺等において、老朽化が進む再開発ビルの建替えにかかる市街地再開発事業の適用を柔軟にするとともに、既存再開発ビルの有効活用を促進するため、散在する空き床の集約化を容易にするなどの制度創設を行うこと。
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